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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）芳香族イソシアネートと、
　（ｂ）メルカプト基含有化合物と、
　（ｃ）トリス（１，３－ジクロロプロパン－２－イル）ホスファート、トリフェニルホ
スファイトおよびトリフェニルホスファートよりなる群から選択される１種以上を３×１
０２ｐｐｍ以上、１×１０４ｐｐｍ以下と、
を含むことを特徴とする光学材料用重合性組成物。
【請求項２】
　芳香族イソシアネート（ａ）は、トリレンジイソシアネート、４，４'－ジフェニルメ
タンジイソシアネート、またはフェニレンジイソシアネートである、請求項１に記載の光
学材料用重合性組成物。
【請求項３】
　メルカプト基含有化合物（ｂ）は、ポリチオール化合物（ｂ１）および／または（ポリ
）ヒドロキシ（ポリ）メルカプト化合物（ｂ２）であることを特徴とする請求項１または
２に記載の光学材料用重合性組成物。
【請求項４】
　ポリチオール化合物（ｂ１）は、４－メルカプトメチル－１，８－ジメルカプト－３，
６－ジチアオクタン、４，８または４，７または５，７－ジメルカプトメチル－１，１１
－ジメルカプト－３，６，９－トリチアウンデカン、ペンタエリスリトールテトラキスメ
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ルカプトアセテート、ペンタエリスリトールテトラキスメルカプトプロピオネート、２，
５－ビス（メルカプトメチル）－１，４－ジチアン、ビス（メルカプトエチル）スルフィ
ド、１，１，３，３－テトラキス（メルカプトメチルチオ）プロパン、４，６－ビス（メ
ルカプトメチルチオ）－１，３－ジチアン、２－（２，２－ビス（メルカプトメチルチオ
）エチル）－１，３－ジチエタン、１，１，２，２－テトラキス（メルカプトメチルチオ
）エタンおよび３－メルカプトメチル－１,５－ジメルカプト－２,４－ジチアペンタンよ
りなる群から１種以上選択されることを特徴とする請求項３に記載の光学材料用重合性組
成物。
【請求項５】
　（ポリ）ヒドロキシ（ポリ）メルカプト化合物（ｂ２）は、２－メルカプトエタノール
、３－メルカプト－１，２－プロパンジチオール、１，３－ジメルカプト－２－プロパノ
ール、２，３－ジメルカプト－１－プロパノール、１，２－ジメルカプト－１，３－ブタ
ンジオール、ペンタエリスリトールモノ（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリ
スリトールビス（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールトリス（３－
メルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールトリス（チオグリコレート）および
グルセリンビス（メルカプトアセテート）、４－メルカプトフェノールおよび２，４－ジ
メルカプトフェノールよりなる群から１種以上選択されることを特徴とする請求項３また
は４に記載の光学材料用重合性組成物。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれかに記載の光学材料用重合性組成物を重合して得られる光学材
料用樹脂。
【請求項７】
　請求項６に記載の光学材料用樹脂を含む光学用透明部材。
【請求項８】
　請求項７に記載の光学用透明部材からなる光学材料。
【請求項９】
　請求項１乃至５のいずれかに記載の光学材料用重合性組成物を硬化する光学材料の製造
方法。
【請求項１０】
　請求項９に記載の製造方法において、注型重合により前記光学材料用重合性組成物を成
形することを特徴とする光学材料の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学材料用重合性組成物に関し、特に芳香族イソシアネートと、特定のポリ
チオール化合物と、特定のリン含有化合物とを含む光学材料用重合性組成物に関する。ま
た、本発明は、この光学材料用重合性組成物から得られる光学材料およびこの光学材料の
製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、光学部品の用途における無機材料の代替として、プラスチック材料が使用さ
れている。このようなプラスチック材料は、それまで使用されてきた無機材料と比較して
、軽量で割れ難く、染色が可能であるため、好適に使用されている。特に、レンズなどの
光学部品としては、高屈折率を有するプラスチック材料が望まれており、このような高屈
折率を有するプラスチック材料としては、例えば特許文献１、２に記載された含硫黄のウ
レタン（チオウレタン）系樹脂が提案されている。
【特許文献１】特開平２－２７０８５９号
【特許文献２】中国特許出願公開１４０５１９８号明細書
【発明の開示】
【０００３】
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　ところで、従来の技術において、チオウレタン系樹脂からなる成形体は高屈折率ではあ
ったものの着色するため、色相の観点から実用化が困難であった。近年においては、ブル
ーイング剤等の着色剤により成形体を予め着色しておき、チオウレタン系樹脂に起因する
着色を目立たなくすることが行われている。しかしながら、チオウレタン系樹脂からなる
成形体の着色を抑制するものではなかった。
【０００４】
　本発明者等は、芳香族イソシアネートと、特定のポリチオール化合物と、特定のリン含
有化合物とを含む重合性組成物により、高屈折率を有し、着色が抑制された成形体が得ら
れることを見出し、本発明を完成した。
【０００５】
　すなわち、本発明は、以下に記載されるものである。
【０００６】
（１）（ａ）芳香族イソシアネートと、
　（ｂ）メルカプト基含有化合物と、
　（ｃ）トリス（１，３－ジクロロプロパン－２－イル）ホスファート、トリフェニルホ
スファイトおよびトリフェニルホスファートよりなる群から選択される１種以上を３×１
０２ｐｐｍ以上、１×１０４ｐｐｍ以下と、
を含むことを特徴とする光学材料用重合性組成物。
【０００７】
（２）芳香族イソシアネート（ａ）は、トリレンジイソシアネート、４，４'－ジフェニ
ルメタンジイソシアネート、またはフェニレンジイソシアネートである、（１）に記載の
光学材料用重合性組成物。
【０００８】
（３）メルカプト基含有化合物（ｂ）は、ポリチオール化合物（ｂ１）および／または（
ポリ）ヒドロキシ（ポリ）メルカプト化合物（ｂ２）であることを特徴とする（１）また
は（２）に記載の光学材料用重合性組成物。
【０００９】
（４）ポリチオール化合物（ｂ１）は、４－メルカプトメチル－１，８－ジメルカプト－
３，６－ジチアオクタン、４，８または４，７または５，７－ジメルカプトメチル－１，
１１－ジメルカプト－３，６，９－トリチアウンデカン、ペンタエリスリトールテトラキ
スメルカプトアセテート、ペンタエリスリトールテトラキスメルカプトプロピオネート、
２，５－ビス（メルカプトメチル）－１，４－ジチアン、ビス（メルカプトエチル）スル
フィド、１，１，３，３－テトラキス（メルカプトメチルチオ）プロパン、４，６－ビス
（メルカプトメチルチオ）－１，３－ジチアン、２－（２，２－ビス（メルカプトメチル
チオ）エチル）－１，３－ジチエタン、１，１，２，２－テトラキス（メルカプトメチル
チオ）エタンおよび３－メルカプトメチル－１,５－ジメルカプト－２,４－ジチアペンタ
ンよりなる群から１種以上選択されることを特徴とする（３）に記載の光学材料用重合性
組成物。
【００１０】
（５）（ポリ）ヒドロキシ（ポリ）メルカプト化合物（ｂ２）は、２－メルカプトエタノ
ール、３－メルカプト－１，２－プロパンジチオール、１，３－ジメルカプト－２－プロ
パノール、２，３－ジメルカプト－１－プロパノール、１，２－ジメルカプト－１，３－
ブタンジオール、ペンタエリスリトールモノ（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタ
エリスリトールビス（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールトリス（
３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールトリス（チオグリコレート）お
よびグルセリンビス（メルカプトアセテート）、４－メルカプトフェノールおよび２，４
－ジメルカプトフェノールよりなる群から１種以上選択されることを特徴とする（３）ま
たは（４）に記載の光学材料用重合性組成物。
【００１５】
（６）（１）乃至（５）のいずれかに記載の光学材料用重合性組成物を重合して得られる
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光学材料用樹脂。
【００１６】
（７）（６）に記載の光学材料用樹脂を含む光学用透明部材。
【００１７】
（８）（７）に記載の光学用透明部材からなる光学材料。
【００１８】
（９）（１）乃至（５）のいずれかに記載の光学材料用重合性組成物を硬化する光学材料
の製造方法。
【００１９】
（１０）（９）に記載の製造方法において、注型重合により前記光学材料用重合性組成物
を成形することを特徴とする光学材料の製造方法。
【００２０】
　本発明によれば、高屈折率を有し、さらに着色が抑制された光学材料が得られる光学材
料用重合性組成物、およびこの重合性組成物から得られる光学材料を提供することができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、本発明の光学材料用重合性組成物について実施の形態により説明する。
　本実施形態の光学材料用重合性組成物は、
　（ａ）芳香族イソシアネートと、
　（ｂ）メルカプト基含有化合物と、
　（ｃ）下記一般式（１）
　（Ｏ＝）ｎＰ－Ｘ３　　　（１）
（式中、ｎは０または１の整数を表す。
Ｘは置換または無置換の、炭素数１～６の直鎖または分岐のアルキル基、炭素数１～６の
直鎖または分岐のアルコキシ基、炭素数１～６の直鎖または分岐のアルケニル基、炭素数
１～６の直鎖または分岐のアルキニル基、炭素数３～６のシクロアルキル基、フェニル基
、ビフェニル基、ナフチル基、フェノキシ基、複素環基を表す。
Ｘが置換された基である場合の置換基は、ハロゲン原子、炭素数１～６のアルキル基、炭
素数１～６のアルコキシ基、炭素数１～６のアルケニル基、炭素数１～６のアルキニル基
、炭素数３～６のシクロアルキル基、アミノ基、炭素数１～６のアルキルアミノ基、ニト
ロ基、フェニル基、ビフェニル基、ナフチル基、フェノキシ基、複素環基である。）
で表されるリン含有化合物と、を含む。
【００２２】
　本発明の光学材料用重合性組成物は、着色抑制剤であるリン含有化合物（ｃ）を含む上
記のような組成であることにより、高屈折率を有し、さらにチオウレタン系樹脂に起因す
る着色が抑制された光学材料を提供することができる。
【００２３】
　＜芳香族イソシアネート（ａ）＞
　本発明に用いられる芳香族イソシアネート（ａ）としては、トリレンジイソシアネート
、４，４'－ジフェニルメタンジイソシアネートまたはフェニレンジイソシアネートを用
いることができる。
【００２４】
　また、上記の芳香族イソシアネート（ａ）に加えて、以下のような他のイソシアネート
化合物を用いることもできる。
　他のイソシアネート化合物としては、例えば、
ヘキサメチレンジイソシアネート、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネ
ート、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、リジンジイソシアナト
メチルエステル、リジントリイソシアネート、ｍ－キシリレンジイソシアネート、α，α
，α′，α′－テトラメチルキシリレンジイソシアネート、ビス（イソシアナトメチル）
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ナフタリン、メシチリレントリイソシアネート、ビス（イソシアナトメチル）スルフィド
、ビス（イソシアナトエチル）スルフィド、ビス（イソシアナトメチル）ジスルフィド、
ビス（イソシアナトエチル）ジスルフィド、ビス（イソシアナトメチルチオ）メタン、ビ
ス（イソシアナトエチルチオ）メタン、ビス（イソシアナトエチルチオ）エタン、ビス（
イソシアナトメチルチオ）エタン等の脂肪族ポリイソシアネート化合物；
　イソホロンジイソシアネート、ビス（イソシアナトメチル）シクロヘキサン、ジシクロ
ヘキシルメタンジイソシアネート、シクロヘキサンジイソシアネート、メチルシクロヘキ
サンジイソシアネート、ジシクロヘキシルジメチルメタンイソシアネート、２，５－ビス
（イソシアナトメチル）ビシクロ－[２．２．１]－ヘプタン、２，６－ビス（イソシアナ
トメチル）ビシクロ－[２．２．１]－ヘプタン、３，８－ビス（イソシアナトメチル）ト
リシクロデカン、３，９－ビス（イソシアナトメチル）トリシクロデカン、４，８－ビス
（イソシアナトメチル）トリシクロデカン、４，９－ビス（イソシアナトメチル）トリシ
クロデカン等の脂環族ポリイソシアネート化合物；
ジフェニルスルフィド－４，４－ジイソシアネート等の芳香族ポリイソシアネート化合物
；
　２，５－ジイソシアナトチオフェン、２，５－ビス（イソシアナトメチル）チオフェン
、２，５－ジイソシアナトテトラヒドロチオフェン、２，５－ビス（イソシアナトメチル
）テトラヒドロチオフェン、３，４－ビス（イソシアナトメチル）テトラヒドロチオフェ
ン、２，５－ジイソシアナト-１，４－ジチアン、２，５－ビス（イソシアナトメチル）
－１，４－ジチアン、４，５－ジイソシアナト-１，３－ジチオラン、４，５－ビス（イ
ソシアナトメチル）－１，３－ジチオラン等の複素環ポリイソシアネート化合物；等を挙
げることができるが、これら例示化合物のみに限定されるものではない。
【００２５】
　さらに、上記に例示したイソシアネート化合物のイソシアネート基の一部をイソチオシ
アネート基に変えたものを挙げることができるが、これらに限定されるものではない。
【００２６】
　このようなイソチオシアネート化合物としては、例えば、
　ヘキサメチレンジイソチオシアネート、リジンジイソチオシアネートメチルエステル、
リジントリイソチオシアネート、ｍ－キシリレンジイソチオシアネート、ビス（イソチオ
シアナトメチル）スルフィド、ビス（イソチオシアナトエチル）スルフィド、ビス（イソ
チオシアナトエチル）ジスルフィド等の脂肪族ポリイソチオシアネート化合物；
　イソホロンジイソチオシアネート、ビス（イソチオシアナトメチル）シクロヘキサン、
ジシクロヘキシルメタンジイソチオシアネート、シクロヘキサンジイソチオシアネート、
メチルシクロヘキサンジイソチオシアネート、２，５－ビス（イソチオシアナトメチル）
ビシクロ－[２．２．１]－ヘプタン、２，６－ビス（イソチオシアナトメチル）ビシクロ
－[２．２．１]－ヘプタン、３，８－ビス（イソチオシアナトメチル）トリシクロデカン
、３，９－ビス（イソチオシアナトメチル）トリシクロデカン、４，８－ビス（イソチオ
シアナトメチル）トリシクロデカン、４，９－ビス（イソチオシアナトメチル）トリシク
ロデカン等の脂環族ポリイソチオシアネート化合物；
　トリレンジイソチオシアネート、４，４－ジフェニルメタンジイソチオシアネート、ジ
フェニルジスルフィド－４，４－ジイソチオシアネート等の芳香族ポリイソチオシアネー
ト化合物；
　２，５－ジイソチオシアナトチオフェン、２，５－ビス（イソチオシアナトメチル）チ
オフェン、２，５－イソチオシアナトテトラヒドロチオフェン、２，５－ビス（イソチオ
シアナトメチル）テトラヒドロチオフェン、３，４－ビス（イソチオシアナトメチル）テ
トラヒドロチオフェン、２，５－ジイソチオシアナト－１，４－ジチアン、２，５－ビス
（イソチオシアナトメチル）－１，４－ジチアン、４，５－ジイソチオシアナト-１，３
－ジチオラン、４，５－ビス（イソチオシアナトメチル）－１，３－ジチオラン等の含硫
複素環ポリイソチオシアネート化合物等を挙げることができるが、これら例示化合物のみ
に限定されるものではない。
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【００２７】
　さらに、これらイソシアネート化合物の塩素置換体、臭素置換体等のハロゲン置換体、
アルキル置換体、アルコキシ置換体、ニトロ置換体や、多価アルコールとのプレポリマー
型変性体、カルボジイミド変性体、ウレア変性体、ビウレット変性体あるいはダイマー化
反応生成物等も、他のイソシアネート化合物として使用することができる。これらイソシ
アネート化合物は単独でも、２種類以上を混合しても使用することができる。
【００２８】
＜メルカプト基含有化合物（ｂ）＞
　本実施形態において用いられる、メルカプト基含有化合物（ｂ）としては、メルカプト
基を２個以上有する「ポリチオール化合物（ｂ１）」、ヒドロキシ基を１個以上有しメル
カプト基を１個以上有する「（ポリ）ヒドロキシ（ポリ）メルカプト化合物（ｂ２）」を
挙げることができ、１種または２種以上組み合わせて用いることができる。
【００２９】
（ポリチオール化合物（ｂ１））
　本実施形態において用いられるポリチオール化合物（ｂ１）は、４－メルカプトメチル
－１，８－ジメルカプト－３，６－ジチアオクタン、４，８または４，７または５，７－
ジメルカプトメチル－１，１１－ジメルカプト－３，６，９－トリチアウンデカン、ペン
タエリスリトールテトラキスメルカプトアセテート、ペンタエリスリトールテトラキスメ
ルカプトプロピオネート、２，５－ビス（メルカプトメチル）－１，４－ジチアン、ビス
（メルカプトエチル）スルフィド、１，１，３，３－テトラキス（メルカプトメチルチオ
）プロパン、４，６－ビス（メルカプトメチルチオ）－１，３－ジチアン、２－（２，２
－ビス（メルカプトメチルチオ）エチル）－１，３－ジチエタン、１，１，２，２－テト
ラキス（メルカプトメチルチオ）エタン、３－メルカプトメチル－１,５－ジメルカプト
－２,４－ジチアペンタンを挙げることができ、１種または２種以上組み合わせて用いる
ことができる。
【００３０】
　また、以下のような他のポリチオール化合物を用いることもでき、例えば、
　メタンジチオール、１，２-エタンジチオール、１，２，３-プロパントリチオール、１
，２-シクロヘキサンジチオール、ビス（２-メルカプトエチル）エーテル、テトラキス（
メルカプトメチル）メタン、ジエチレングリコールビス（２-メルカプトアセテート）、
ジエチレングリコールビス（３-メルカプトプロピオネート）、エチレングリコールビス
（２-メルカプトアセテート）、エチレングリコールビス（３-メルカプトプロピオネート
）、トリメチロールプロパントリス（２-メルカプトアセテート）、トリメチロールプロ
パントリス（３-メルカプトプロピオネート）、トリメチロールエタントリス（２-メルカ
プトアセテート）、トリメチロールエタントリス（３-メルカプトプロピオネート）、ビ
ス（メルカプトメチル）スルフィド、ビス（メルカプトメチル）ジスルフィド、ビス（メ
ルカプトエチル）ジスルフィド、ビス（メルカプトプロピル）スルフィド、ビス（メルカ
プトメチルチオ）メタン、ビス（２-メルカプトエチルチオ）メタン、ビス（３-メルカプ
トプロピルチオ）メタン、１，２-ビス（メルカプトメチルチオ）エタン、１，２-ビス（
２-メルカプトエチルチオ）エタン、１，２-ビス（３-メルカプトプロピルチオ）エタン
、１，２，３-トリス（メルカプトメチルチオ）プロパン、１，２，３-トリス（２-メル
カプトエチルチオ）プロパン、１，２，３-トリス（３-メルカプトプロピルチオ）プロパ
ン、テトラキス（メルカプトメチルチオメチル）メタン、テトラキス（２-メルカプトエ
チルチオメチル）メタン、テトラキス（３-メルカプトプロピルチオメチル）メタン、ビ
ス（２，３-ジメルカプトプロピル）スルフィド、２，５-ジメルカプト-１，４-ジチアン
、２，５-ジメルカプトメチル-２，５-ジメチル-１，４-ジチアン、及びこれらのチオグ
リコール酸およびメルカプトプロピオン酸のエステル、ヒドロキシメチルスルフィドビス
（２-メルカプトアセテート）、ヒドロキシメチルスルフィドビス（３-メルカプトプロピ
オネート）、ヒドロキシエチルスルフィドビス（２-メルカプトアセテート）、ヒドロキ
シエチルスルフィドビス（３-メルカプトプロピオネート）、ヒドロキシメチルジスルフ
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ィドビス（２-メルカプトアセテート）、ヒドロキシメチルジスルフィドビス（３-メルカ
プトプロピオネート）、ヒドロキシエチルジスルフィドビス（２―メルカプトアセテート
）、ヒドロキシエチルジスルフィドビス（３―メルカプトプロピネート）、２-メルカプ
トエチルエーテルビス（２-メルカプトアセテート）、２-メルカプトエチルエーテルビス
（３-メルカプトプロピオネート）、チオジグリコール酸ビス（２-メルカプトエチルエス
テル）、チオジプロピオン酸ビス（２-メルカプトエチルエステル）、ジチオジグリコー
ル酸ビス（２-メルカプトエチルエステル）、ジチオジプロピオン酸ビス（２-メルカプト
エチルエステル）、１，１，３，３-テトラキス（メルカプトメチルチオ）プロパン、１
，１，２，２-テトラキス（メルカプトメチルチオ）エタン、４，６-ビス（メルカプトメ
チルチオ）-１，３-ジチアシクロヘキサン、トリス（メルカプトメチルチオ）メタン、ト
リス（メルカプトエチルチオ）メタン等の脂肪族ポリチオール化合物；
　１，２-ジメルカプトベンゼン、１，３-ジメルカプトベンゼン、１，４-ジメルカプト
ベンゼン、１，２-ビス（メルカプトメチル）ベンゼン、１，３-ビス（メルカプトメチル
）ベンゼン、１，４-ビス（メルカプトメチル）ベンゼン、１，２-ビス（メルカプトエチ
ル）ベンゼン、１，３-ビス（メルカプトエチル）ベンゼン、１，４-ビス（メルカプトエ
チル）ベンゼン、１，３，５-トリメルカプトベンゼン、１，３，５-トリス（メルカプト
メチル）ベンゼン、１，３，５-トリス（メルカプトメチレンオキシ）ベンゼン、１，３
，５-トリス（メルカプトエチレンオキシ）ベンゼン、２，５-トルエンジチオール、３，
４-トルエンジチオール、１，５-ナフタレンジチオール、２，６-ナフタレンジチオール
等の芳香族ポリチオール化合物；
　２-メチルアミノ-４，６-ジチオール-ｓｙｍ-トリアジン、３，４-チオフェンジチオー
ル、ビスムチオール、４，６－ビス（メルカプトメチルチオ）－１，３－ジチアン、２－
（２，２－ビス（メルカプトメチルチオ）エチル）－１，３－ジチエタン等の複素環ポリ
チオール化合物；等を挙げることができるが、これら例示化合物のみに限定されるもので
はない。
【００３１】
　さらに、ポリチオール化合物（ｂ１）、他のポリチオール化合物のオリゴマ－や塩素置
換体、臭素置換体等のハロゲン置換体を、他のポリチオール化合物として使用しても良い
。これらの化合物は単独でも、２種類以上を混合しても使用することができる。
【００３２】
（（ポリ）ヒドロキシ（ポリ）メルカプト化合物（ｂ２））
　（ポリ）ヒドロキシ（ポリ）メルカプト化合物（ｂ２）としては、２－メルカプトエタ
ノール、３－メルカプト－１，２－プロパンジチオール、１，３－ジメルカプト－２－プ
ロパノール、２，３－ジメルカプト－１－プロパノール、１，２－ジメルカプト－１，３
－ブタンジオール等の脂肪族化合物； 
ペンタエリスリトールモノ（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールビ
ス（３－メルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールトリス（３－メルカプトプ
ロピオネート）、ペンタエリスリトールトリス（チオグリコレート）、グルセリンビス（
メルカプトアセテート）等のエステル基を有する（ポリ）ヒドロキシ（ポリ）メルカプト
化合物；
４－メルカプトフェノール、２，４－ジメルカプトフェノール等の芳香環を有する（ポリ
）ヒドロキシ（ポリ）メルカプト化合物；
等が挙げられ、また、これら化合物のオリゴマ－や塩素置換体、臭素置換体等のハロゲン
置換体を使用しても良い。これらの１種または２種以上組み合わせて用いることができる
。
【００３３】
　また、本実施形態において使用される芳香族イソシアネート（ａ）および必要に応じて
他のイソシアネート化合物（以下、「イソシアネート化合物類」と総称する）は、予めポ
リチオール化合物（ｂ１）、（ポリ）ヒドロキシ（ポリ）メルカプト化合物（ｂ２）およ
び必要に応じて他のポリチオール化合物（以下、「チオール類」という）の一部を予備的
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に反応させたものでもよい。また、本発明において使用されるチオール類は、予めイソシ
アネート化合物類の一部を予備的に反応させたものでもよい。
【００３４】
＜リン含有化合物（ｃ）＞
　本実施形態で用いられるリン含有化合物（ｃ）は、下記一般式（１）で表すことができ
る。
　（Ｏ＝）ｎＰ－Ｘ３　　　（１）
　式中、ｎは０または１の整数を表す。
　Ｘは置換または無置換の、炭素数１～６の直鎖または分岐のアルキル基、炭素数１～６
の直鎖または分岐のアルコキシ基、炭素数１～６の直鎖または分岐のアルケニル基、炭素
数１～６の直鎖または分岐のアルキニル基、炭素数３～６のシクロアルキル基、フェニル
基、ビフェニル基、ナフチル基、フェノキシ基、複素環基を表す。
　Ｘが置換された基である場合の置換基は、ハロゲン原子（Ｆ、Ｃｌ，Ｂｒ）、炭素数１
～６のアルキル基、炭素数１～６のアルコキシ基、炭素数１～６のアルケニル基、炭素数
１～６のアルキニル基、炭素数３～６のシクロアルキル基、アミノ基、炭素数１～６のア
ルキルアミノ基、ニトロ基、フェニル基、ビフェニル基、ナフチル基、フェノキシ基、複
素環基である。
【００３５】
　複素環基としては、ピリジル基、ピリミジニル基、ピリダジル基、ピラジル基、フリル
基、チエニル基、オキサゾリル基、イソキサゾリル基、オキサジアゾリル基、チアゾリル
基、イソチアゾリル基、イミダゾリル基、トリアゾリル基、ピロール基、ピラゾリル基、
またはテトラゾリル基を挙げることができる。
【００３６】
　このようなリン含有化合物（ｃ）を用いることにより、チオウレタン系樹脂に起因する
着色を抑制することができ、色相に優れた光学材料を得ることができる。
【００３７】
　上記一般式（１）で示されるリン含有化合物としては、下記一般式（２）、（３）、（
４）で示される化合物から選ばれる１種または２種以上を組み合わせて用いることができ
る。
　（Ｏ＝）ｎＰ－Ａｒ１

３　　　　　（２）
　Ｏ＝Ｐ－（ＯＲ１）３　　　　　 （３）
　（Ｏ＝）ｎＰ－（ＯＡｒ２）３　　（４）
【００３８】
　一般式（２）および式（４）中、Ａｒ１，Ａｒ２は、置換または無置換の、フェニル基
、ビフェニル基、ナフチル基、複素環基を表す。式中に複数存在するＡｒ１またはＡｒ２

は、それぞれ同一でも異なっていてもよい。
　Ａｒ１，Ａｒ２が置換された基である場合の置換基は、ハロゲン原子（Ｆ、Ｃｌ，Ｂｒ
）、炭素数１～６のアルキル基、炭素数１～６のアルコキシ基、炭素数１～６のアルケニ
ル基、炭素数１～６のアルキニル基、炭素数３～６のシクロアルキル基、アミノ基、炭素
数１～６のアルキルアミノ基、ニトロ基、フェニル基、ビフェニル基、ナフチル基、フェ
ノキシ基、複素環基である。
　一般式（２）および式（４）中、ｎは０または１の整数を表す。
【００３９】
　一般式（３）中、Ｒ１は、置換または無置換の、炭素数１～６の直鎖または分岐のアル
キル基、炭素数１～６の直鎖または分岐のアルケニル基、炭素数１～６の直鎖または分岐
のアルキニル基、炭素数３～６のシクロアルキル基を表す。一般式（３）中に複数存在す
るＲ１は、それぞれ同一でも異なっていてもよい。
　Ｒ１が置換された基である場合の置換基は、ハロゲン原子（Ｆ、Ｃｌ，Ｂｒ）、炭素数
１～６のアルキル基、炭素数１～６のアルコキシ基、炭素数１～６のアルケニル基、炭素
数１～６のアルキニル基、炭素数３～６のシクロアルキル基、アミノ基、炭素数１～６の
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アルキルアミノ基、ニトロ基、フェニル基、ビフェニル基、ナフチル基、フェノキシ基、
複素環基である。
【００４０】
　一般式（２）で表されるリン含有化合物（ｃ）としては、トリフェニルホスフィン、ジ
フェニルホスフィノベンゼン－３－スルホン酸ナトリウム、ジメチルアミノフェニルジフ
ェニルホスフィン、ジフェニルホスフィノ安息香酸、トリス（メトキシフェニル）ホスフ
ィン、トリス（メチルフェニル）ホスフィン、トリス（ジメトキシフェニル）ホスフィン
、トリス（ジメチルフェニル）ホスフィン、トリス（トリメトキシフェニル）ホスフィン
、トリス（トリメチルフェニル）ホスフィン、トリス（ペンタフルオロフェニル）ホスフ
ィン、トリフェニルホスフィンオキシド等を挙げることができ、トリフェニルホスフィン
が好ましい。
　トリフェニルホスフィンは、光学材料用重合性組成物中に１×１０２ｐｐｍ以上、好ま
しくは１×１０２ｐｐｍ以上、５×１０４ｐｐｍ以下、より好ましくは１×１０２ｐｐｍ
以上、３×１０４ｐｐｍ以下、特に好ましくは３×１０２ｐｐｍ以上、１×１０４ｐｐｍ
以下の量で含まれる。
【００４１】
　トリフェニルホスフィンの添加量を上記の量で含む光学材料用重合性組成物によれば、
耐熱性を維持しつつ、チオウレタン系樹脂に起因する着色を効果的に抑制し色相に特に優
れた光学材料を得ることができる。
【００４２】
　一般式（３）で表されるリン含有化合物（ｃ）としては、トリス（１，３－ジクロロプ
ロパン－２－イル）ホスファート、トリス（２－クロロエチル）ホスファート、リン酸ト
リス（１Ｈ，１Ｈ，５Ｈ－オクタフルオロ－ｎ－ペンチル）等を挙げることができ、トリ
ス（１，３－ジクロロプロパン－２－イル）ホスファートが好ましい。
　トリス（１，３－ジクロロプロパン－２－イル）ホスファートは、光学材料用重合性組
成物中に１×１０２ｐｐｍ以上、好ましくは１×１０２ｐｐｍ以上、５×１０４ｐｐｍ以
下、より好ましくは１×１０２ｐｐｍ以上、３×１０４ｐｐｍ以下、特に好ましくは３×
１０２ｐｐｍ以上、１×１０４ｐｐｍ以下の量で含まれる。
【００４３】
　一般式（４）で表されるリン含有化合物（ｃ）としては、トリフェニルホスファイト、
トリフェニルホスファート、トリス（メチルフェニル）ホスファイト、トリス（ジ－ｔ－
ブチルフェニル）ホスファイト、リン酸クレジルジフェニル、リン酸トリクレジル、リン
酸トリス（４－ニトロフェニル）等を挙げることができ、トリフェニルホスファイト、ト
リフェニルホスファートが好ましい。
【００４４】
　トリフェニルホスファイト、トリフェニルホスファートは、光学材料用重合性組成物中
に１×１０２ｐｐｍ以上、好ましくは１×１０２ｐｐｍ以上、５×１０４ｐｐｍ以下、よ
り好ましくは１×１０２ｐｐｍ以上、３×１０４ｐｐｍ以下、特に好ましくは３×１０２

ｐｐｍ以上、１×１０４ｐｐｍ以下の量で含まれる。
【００４５】
　トリス（１，３－ジクロロプロパン－２－イル）ホスファート、トリフェニルホスファ
イトおよびトリフェニルホスファートよりなる群から選択される１種以上の化合物を上記
の量で含む光学材料用重合性組成物によれば、チオウレタン系樹脂に起因する着色を抑制
することができ、色相に優れた光学材料を得ることができる。
【００４６】
＜ポリヒドロキシ化合物＞
　本実施形態の光学材料用重合性組成物は、樹脂改質剤としてポリヒドロキシ化合物を含
んでいてもよい。本実施形態で用いられるポリヒドロキシ化合物は、ヒドロキシ基を２個
以上有し、メルカプト基を含まない化合物である。ポリヒドロキシ化合物は、チオウレタ
ン系樹脂の屈折率、アッベ数、耐熱性、比重等の物性や耐衝撃性等の機械強度等を調整あ
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るいは向上させる効果があり、また、製造コストを低減するとの観点において好ましい。
【００４７】
　ポリヒドロキシ化合物としては、エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１
，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ジエチ
レングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングルコール、トリエチレングリコ
ール、ブチレングリコール、グリセリン、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパ
ン、ペンタエリスリトール、ソルビトール、エリスリトール、キシリトール、マンニトー
ル、ポリカプロラクトンジオール、ポリエチレングリコール、ビスフェノールＡ、ビスフ
ェノールＦ、ビスフェノールＡ－ビス（２－ヒドロキシエチルエーテル）、テトラブロム
ビスフェノールＡ、テトラブロムフェノールＡ－ビス（２－ヒドロキシエチルエーテル）
、ピロガロール等が挙げられ、これらの１種または２種以上組み合わせて用いることがで
きる。
【００４８】
　更に、樹脂の改質を目的として、ポリヒドロキシ化合物以外の樹脂改質剤として、エポ
キシ化合物、エピスルフィド化合物、有機酸及びその無水物、（メタ）アクリレート化合
物等を含むオレフィン化合物等を加えてもよい。ここで、樹脂改質剤とは、チオウレタン
系樹脂の屈折率、アッベ数、耐熱性、比重等の物性や耐衝撃性等の機械強度等を調製ある
いは向上させる化合物である。
【００４９】
　樹脂改質剤として添加することができるエポキシ化合物としては、例えば、
　ビスフェノールＡグリシジルエーテル等の多価フェノール化合物とエピハロヒドリン化
合物との縮合反応により得られるフェノール系エポキシ化合物；
　水添ビスフェノールＡグリシジルエーテル等の多価アルコール化合物とエピハロヒドリ
ン化合物との縮合により得られるアルコール系エポキシ化合物；
　３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３'，４'－エポキシシクロヘキサンカルボキ
シレート等の多価有機酸化合物とエピハロヒドリン化合物との縮合により得られるグリシ
ジルエステル系エポキシ化合物；
　一級及び二級ジアミン化合物とエピハロヒドリン化合物との縮合により得られるアミン
系エポキシ化合物；
　ビニルシクロヘキセンジエポキシド等の脂肪族多価エポキシ化合物；等を挙げることが
できるが、これら例示化合物のみに限定されるものではない。
【００５０】
　樹脂改質剤として添加することができるエピスルフィド化合物としては、例えば、
　ビス（２，３－エピチオプロピルチオ）スルフィド、ビス（２，３－エピチオプロピル
チオ）ジスルフィド、ビス（２，３－エピチオプロピルチオ）メタン、１，２－ビス（２
，３－エピチオプロピルチオ）エタン、１，５－ビス（２，３－エピチオプロピルチオ）
－３－チアペンタン等の鎖状脂肪族の２，３－エピチオプロピルチオ化合物；
　１，３－ビス（２，３－エピチオプロピルチオ）シクロヘキサン、２，５－ビス（２，
３－エピチオプロピルチオメチル）－１，４－ジチアン等の環状脂肪族、複素環を有する
２，３－エピチオプロピルチオ化合物；
　１，３－ビス（２，３－エピチオプロピルチオ）ベンゼン、１，４－ビス（２，３－エ
ピチオプロピルチオ）ベンゼン等の芳香族２，３－エピチオプロピルチオ化合物；等を挙
げることができるが、これら例示化合物のみに限定されるものではない。
【００５１】
　樹脂改質剤として添加することができる有機酸及びその無水物としては、例えば、
　チオジグリコール酸、チオジプロピオン酸、ジチオジプロピオン酸、無水フタル酸、ヘ
キサヒドロ無水フタル酸、メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、メチルテトラヒドロ無水フ
タル酸、無水マレイン酸、無水トリメリット酸、無水ピロメリット酸等を挙げることがで
きるが、これら例示化合物のみに限定されるものではない。
【００５２】
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　樹脂改質剤として添加することができるオレフィン化合物としては、例えば、
　ベンジルアクリレート、ベンジルメタクリレート、シクロヘキシルアクリレート、シク
ロヘキシルメタクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシメチル
メタクリレート、グリシジルアクリレート、グリシジルメタクリレート、フェノキシエチ
ルアクリレート、フェノキシエチルメタクリレート、フェニルメタクリレート、エチレン
グリコールジアクリレート、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコー
ルジアクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレート、トリエチレングリコールジ
アクリレート、トリエチレングリコールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジア
クリレート、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、エチレングリコールビスグリシ
ジルアクリレート、エチレングリコールビスグリシジルメタクリレート、ビスフェノール
Ａジアクリレート、ビスフェノールＡジメタクリレート、ビスフェノールＦジアクリレー
ト、ビスフェノールＦジメタクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、ト
リメチロールプロパントリメタクリレート、グリセロールジアクリレート、グリセロール
ジメタクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテト
ラアクリレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレート、キシリレンジチオールジ
アクリレート、キシリレンジチオールジメタクリレート、メルカプトエチルスルフィドジ
アクリレート、メルカプトエチルスルフィドジメタクリレート等の（メタ）アクリレート
化合物；
　アリルグリシジルエーテル、ジアリルフタレート、ジアリルテレフタレート、ジアリル
イソフタレート、ジエチレングリコールビスアリルカーボネート等のアリル化合物；
スチレン、クロロスチレン、メチルスチレン、ブロモスチレン、ジブロモスチレン、ジビ
ニルベンゼン、３，９－ジビニルスピロビ（ｍ－ジオキサン）等のビニル化合物；等を挙
げることができるが、これら例示化合物のみに限定されるものではない。
【００５３】
　これら樹脂改質剤は、単独でも、２種類以上を混合しても使用することができる。
【００５４】
　本発明において使用されるイソシアネート化合物類、チオール類、リン含有化合物およ
びポリヒドロキシ化合物（以下、「活性水素化合物類」という）の使用割合は、（ＮＣＯ
＋ＮＣＳ）／（ＳＨ＋ＯＨ）の官能基モル比が、通常、０．８～１．５の範囲、好ましく
は、０．９～１．２の範囲である。
【００５５】
　また、本発明記載の重合性組成物は、必要に応じて、ブルーイング剤を含むことができ
る。ブルーイング剤は、可視光領域のうち橙色から黄色の波長域に吸収帯を有し、樹脂か
らなる光学材料の色相を調整する機能を有する。ブルーイング剤は、さらに具体的には、
青色から紫色を示す物質を含む。
【００５６】
　本発明の重合性組成物に用いられるブルーイング剤は、特に限定されるものではなく、
具体的には、染料、蛍光増白剤、蛍光顔料、無機顔料等が挙げられるが、ブルーイング剤
として使用できるものの中から光学部品に要求される物性や樹脂色相などに合わせて適宜
選択される。これらのブルーイング剤は、それぞれ単独で用いても、２種類以上組み合わ
せて使用してもよい。
【００５７】
　これらのブルーイング剤のうち、重合性組成物への溶解性の観点および得られる光学材
料の透明性の観点からは、染料が好ましい。染料の中でも、ブルー系染料およびバイオレ
ット系の染料から選ばれる１種または２種以上の染料を含む染料であることが好ましいが
、場合によっては他の色の染料を混合して用いてもよい。たとえば、ブルー系やバイオレ
ット系のほかに、グレー系やブラウン系やレッド系、オレンジ系の染料も使用することが
できる。こうしたブルーイング剤の組み合わせの具体例として、ブルー系染料とレッド系
染料との組み合わせ、およびバイオレット系染料とレッド系染料の組み合わせ等が挙げら
れる。
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【００５８】
　吸収波長の観点からは、好ましくは、極大吸収波長が５２０ｎｍ以上６００ｎｍ以下の
染料であり、さらに好ましくは極大吸収波長が５４０ｎｍ以上５８０ｎｍ以下の染料が挙
げられる。
　また、化合物の構造の観点からは、アントラキノン系染料が好ましい。
【００５９】
　染料として、具体的には、「PS Blue RR」、「PS Violet RC」、「PET Blue 2000」、
「PS Brilliant Red HEY」、「MLP RED V-1」（それぞれ、ダイスタージャパン社の商品
名）、「Plast Blue 8514」、「Plast Red 8380」（それぞれ、有本化学工業株式会社の
商品名）等が挙げられる。
【００６０】
　ブルーイング剤の使用量は、モノマーの種類、各種添加剤の使用の有無、使用する添加
剤の種類や量、重合方法、重合条件によっても異なるが、一般にはモノマーの全体使用量
、つまり重合組成物中に含まれる重合性化合物の総重量に対して０．００１ｐｐｍ以上５
００ｐｐｍ以下の割合で、好ましくは０．００５ｐｐｍ以上１００ｐｐｍ以下の割合で、
さらに好ましくは０．０１ｐｐｍ以上１０ｐｐｍ以下の割合で使用される。ブルーイング
剤の添加量が多すぎると、光学部品全体が青くなりすぎて好ましくない場合があり、また
少なすぎると、色相改善効果が十分に発揮されず好ましくない場合がある。
【００６１】
　ブルーイング剤の添加方法については、特に限定されるものではなく、あらかじめモノ
マー系に添加しておくことが望ましい。その方法として、モノマーに溶解させておく方法
、あるいは、高濃度のブルーイング剤を含有したマスター溶液を調製しておき、そのマス
ター溶液を使用するモノマーや他の添加剤で希釈して添加する方法など、様々な方法が採
用できる。
【００６２】
　以上説明したような芳香族イソシアネート（ａ）、メルカプト基含有化合物（ｂ）およ
びリン含有化合物（ｃ）を必須成分として含む組成物は、ハンドリング性に支障のない程
度の粘度を有する。ここで粘度は、例えば、Ｂ型粘度計で測定される２０℃におけるモノ
マー混合物の粘度で評価することができ、組成物の調合直後の粘度から、減圧下での脱泡
処理やその他の工程を経てすべてのモノマーを注入し終わるまでの間の粘度が重要であり
、ハンドリング性が良好であるという観点から、例えば目安として組成物の調合直後の粘
度が１００ｍＰａ・ｓ以下、好ましくは５０ｍＰａ・ｓ以下、さらに好ましくは３０ｍＰ
ａ・ｓ以下である。また、後述する注型重合にて光学材料を成形する場合には、注入時の
粘度が、２０℃での測定値として、２００ｍＰａ・ｓ以下が好ましく、特に中心厚が非常
に薄いレンズの製造のためには、更なる低粘度、例えば１００ｍＰａ・ｓ以下がより好ま
しい。
【００６３】
　また、本発明は、上述した光学材料用重合性組成物を硬化して得た光学材料を提供する
。
　このような光学材料は、着色が抑制され色相に優れる。ここで色相は、黄色度（以下、
「ＹＩ」という）の測定値で評価することができる。
【００６４】
　ここで光学材料の屈折率は、所望に応じて重合性組成物中のイソシアネート化合物類お
よび活性水素化合物類の種類および組成比にて調節することができる。特に、本実施形態
の光学材料は高屈折率であることが求められており、この観点から、例えばｅ線で測定し
た屈折率で、通常１．５５以上、好ましくは１．５９以上、更に好ましくは１．６５以上
の屈折率を有する樹脂が得られるイソシアネート化合物類および活性水素化合物類の組合
せおよびその組成比が好ましい。
【００６５】
　また、別の観点からは、重合性組成物を硬化する光学材料の製造方法、例えばレンズ注
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型用鋳型を用いる注型重合により前記重合性組成物を成形する光学材料の製造方法を提供
する。
【００６６】
　前述した光学材料用重合性組成物であるイソシアネート化合物類および活性水素化合物
類の混合物を硬化成形する際には、必要に応じ、公知の成形法における手法と同様に、ジ
ブチル錫ジクロライド、ジメチル錫ジクロライドなどの触媒、酸性リン酸エステルなどの
内部離型剤、光安定剤、酸化防止剤、ラジカル反応開始剤などの反応開始剤、鎖延長剤、
架橋剤、着色防止剤、油溶染料、充填剤、紫外線吸収剤などの物質を添加してもよい。
【００６７】
　使用する紫外線吸収剤の種類としてはベンゾトリアゾール系などを用いても良く、例え
ば、２－［２－ヒドロキシ－３－（ジメチルベンジル）－５－（１，１，３，３－テトラ
メチルブチル）フェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、イソオクチル－３－（３－（２
Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）－５－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニルプロピ
オネート、２－（３，５－ジ－t－ブチル－２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾー
ル、２－（３，５－ジ－t－ペンチル－２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール、
２－［２－ヒドロキシ－３，５－ビス（ジメチルベンジル）フェニル］－２Ｈ－ベンゾト
リアゾール、２－（３，５－ジ－t－ブチル－２－ヒドロキシフェニル）－５－クロロベ
ンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－５－ｔ－オクチルフェニル）ベンゾトリアゾ
ール、２－（４－オクチルオキシ－２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール等から
なる群から少なくとも１種を選択することである。
　本発明における紫外線吸収剤の添加量は、所望する紫外線カット率に合わせて紫外線吸
収剤の種類および添加量を決定するが、通常は重合性組成物に対し、０．０３～１．５重
量％が好ましく、０．０５～０．５重量％でさらに好ましい結果が得られる場合がある。
【００６８】
　イソシアネート化合物類および活性水素化合物類に反応触媒や離型剤、その他添加剤を
混合して注入液を調製する場合、触媒や離型剤その他の添加剤の添加は、イソシアネート
化合物類および活性水素化合物類への溶解性にも左右されるが、あらかじめイソシアネー
ト化合物類に添加溶解させるか、また、活性水素化合物類に添加溶解させるかあるいはイ
ソシアネート化合物類および活性水素化合物類の混合物に添加溶解させてもよい。あるい
は、使用するイソシアネート化合物類または活性水素化合物類の一部に溶解させてマスタ
ー液を調製した後、これを添加しても構わない。添加順序については、これら例示の方法
に限定されず、操作性、安全性、便宜性等を踏まえ、適宜選ばれる。
【００６９】
　混合は、通常、３０℃以下の温度で行われる。混合物のポットライフの観点から、さら
に低温にすると好ましい場合がある。また、触媒や離型剤などの添加剤が、イソシアネー
ト化合物類および活性水素化合物類に対して良好な溶解性を示さない場合は、あらかじめ
加温して、イソシアネート化合物類、活性水素化合物類やその混合物に溶解させる場合も
ある。
　更に、得られるプラスチックレンズに要求される物性によっては、必要に応じて、減圧
下での脱泡処理や加圧、減圧等での濾過処理等を行うことが好ましい場合が多い。
【００７０】
　次いで、イソシアネート化合物類および活性水素化合物類の混合物が注入された偏光フ
ィルムが固定されたレンズ注型用鋳型をオーブン中または水中等の加熱可能装置内で所定
の温度プログラムにて数時間から数十時間かけて加熱して硬化成型する。
　重合硬化の温度は、混合物の組成、触媒の種類、モールドの形状等によって条件が異な
るため限定できないが、およそ、－５０～２００℃の温度で１～１００時間かけて行われ
る。
　通常、５℃から４０℃の範囲の温度で開始し、その後徐々に８０℃から１３０℃の範囲
にまで昇温させ、その温度で１時間から４時間加熱するのが一般的である。
　硬化成形終了後、レンズ注型用鋳型から取り出すことで、プラスチックレンズを得るこ
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とができる。
【００７１】
　本実施形態の光学材料から得られるプラスチックレンズは、重合による歪みを緩和する
ことを目的として、離型したレンズを加熱してアニール処理を施すことが望ましい。アニ
ール温度は通常８０～１５０℃の範囲、好ましくは１００～１３０℃の範囲、更に好まし
くは１１０～１３０℃の範囲である。アニール時間は、通常０．５～５時間の範囲、好ま
しくは１～４時間の範囲である。
【００７２】
　本実施形態の光学材料から得られるプラスチックレンズは、必要に応じ、片面又は両面
にコーティング層を施して用いられる。コーティング層としては、プライマー層、ハード
コート層、反射防止膜層、防曇コート層、防汚染層、撥水層等が挙げられる。これらのコ
ーティング層は、それぞれ単独で使用しても複数のコーティング層を多層化して使用して
もよい。両面にコーティング層を施す場合、それぞれの面に同様なコーティング層を施し
ても異なるコーティング層を施してもよい。
【００７３】
　これらのコーティング層には、それぞれ、紫外線からレンズや目を守る目的で、前述し
た光学材料用重合性組成物に用いるような紫外線吸収剤、赤外線から目を守る目的で赤外
線吸収剤、レンズの耐候性を向上させる目的で光安定剤や酸化防止剤、レンズのファッシ
ョン性を高める目的で染料や顔料、さらにフォトクロミック染料やフォトクロミック顔料
、帯電防止剤、その他、レンズの性能を高める目的で公知の添加剤を併用してもよい。塗
布性の改善を目的として各種レベリング剤を使用してもよい。
【００７４】
　プライマー層は、一般的には、ハードコート層の密着性やプラスチックレンズの耐衝撃
性の向上を目的に、レンズ基材（本実施形態の重合性組成物から得られる光学材料）とハ
ードコート層との間に形成され、その膜厚は、通常、０．１～１０μｍ程度である。
　プライマー層は、例えば、塗布法や乾式法にて形成される。塗布法では、プライマー組
成物をスピンコート、ディップコートなど公知の塗布方法で塗布した後、固化させること
によりプライマー層が形成される。乾式法では、ＣＶＤ法や真空蒸着法などの公知の乾式
法で形成される。プライマー層を形成するに際し、密着性の向上を目的として、必要に応
じて、レンズの表面をアルカリ処理、プラズマ処理、紫外線処理などの前処理を行っても
よい。
　プライマー組成物としては、固化したプライマー層がレンズ基材（本実施形態の重合性
組成物から得られる光学材料）と密着性の高い素材が好ましく、通常、ウレタン系樹脂、
エポキシ系樹脂、ポリエステル系樹脂、メラニン系樹脂、ポリビニルアセタールを主成分
とするプライマー組成物などが使用される。プライマー組成物は、無溶剤での使用も可能
であるが、組成物の粘度を調整する等の目的でレンズに影響を及ぼさない適当な溶剤を用
いてもよい。
【００７５】
　ハードコート層は、レンズ表面に耐擦傷性、耐摩耗性、耐湿性、耐温水性、耐熱性、耐
候性等の機能を与えることを目的としたコーティング層であり、その膜厚は、通常、０．
３～３０μｍ程度である。
　ハードコート層は、通常、ハードコート組成物をスピンコート、ディップコートなど公
知の塗布方法で塗布した後、硬化して形成される。硬化方法としては、熱硬化、紫外線や
可視光線などのエネルギー線照射による硬化方法等が挙げられる。ハードコート層を形成
するに際し、密着性の向上を目的として、必要に応じて、被覆表面（レンズ基材あるいは
プライマー層）を、アルカリ処理、プラズマ処理、紫外線処理などの前処理を行ってもよ
い。
　ハードコート組成物としては、一般的には、硬化性を有する有機ケイ素化合物とＳｉ，
Ａｌ，Ｓｎ，Ｓｂ，Ｔａ，Ｃｅ，Ｌａ，Ｆｅ，Ｚｎ，Ｗ，Ｚｒ，ＩｎおよびＴｉ等の酸化
物微粒子（複合酸化物微粒子を含む）の混合物が使用されることが多い。更にこれらの他
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に、アミン類、アミノ酸類、金属アセチルアセトネート錯体、有機酸金属塩、過塩素酸類
、過塩素酸類の塩、酸類、金属塩化物および多官能性エポキシ化合物等を使用してもよい
。ハードコート組成物は、無溶剤での使用も可能であるが、レンズに影響を及ぼさない適
当な溶剤を用いてもよい。
【００７６】
　反射防止層は、必要に応じて、通常、ハードコート層の上に形成される。反射防止層に
は無機系と有機系があり、無機系の場合は、一般的には、ＳｉＯ２、ＴｉＯ２等の無機酸
化物を用いて真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法、イオンビームア
シスト法、ＣＶＤ法等の乾式法により形成されることが多い。有機系の場合は、一般的に
は、有機ケイ素化合物と、内部空洞を有するシリカ系微粒子とを含む組成物を用いて湿式
により形成されることが多い。
　反射防止層は単層であっても多層であってもよいが、単層で用いる場合はハードコート
層の屈折率よりも屈折率が少なくとも０．１以上低くなることが好ましい。効果的に反射
防止機能を発現するには多層膜反射防止膜とすることが好ましく、その場合、通常は、低
屈折率膜と高屈折率膜とを交互に積層する。この場合も低屈折率膜と高屈折率膜との屈折
率差は０．１以上であることが好ましい。高屈折率膜としては、例えば、ＺｎＯ、ＴｉＯ

２、ＣｅＯ２、Ｓｂ２Ｏ５、ＳｎＯ２、ＺｒＯ２、Ｔａ２Ｏ５等の膜が、低屈折率膜とし
ては、ＳｉＯ２膜等が挙げられる。膜厚は、通常、５０～１５０ｎｍ程度である。
【００７７】
　さらに、本実施形態の光学材料から得られるプラスチックレンズは、必要に応じ、裏面
研磨、帯電防止処理、染色処理、調光処理等を施してもよい。
　このようなプラスチックレンズは、薄型化が可能であることから、メガネ用のレンズ、
特に視力補正用レンズとして有用である。
【実施例】
【００７８】
　以下に、実施例により本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらに限定されるも
のではない。
　重合により得られたレンズは性能試験を行い評価した。性能試験は屈折率・アッベ数、
耐熱性、強度とし、以下の試験法により評価した。
・　色相：厚さ９ｍｍの樹脂平板を作製し、色彩色差計（ミノルタ社製ＣＲ－２００）に
おいて黄色度（ＹＩ）を測定した。
・　屈折率（ｎｅ）アッベ数（νｅ）：　島津製作所製プルフリッヒ屈折計ＫＰＲ－３０
を用いて、２０℃で測定した。
・　耐熱性：　島津製作所製ＴＭＡ－６０を使用し、ＴＭＡペネトレーション法（５０ｇ
荷重、ピン先０．５ｍｍφ）でのＴｇを耐熱性とした。
・　比重：２０℃にてアルキメデス法により測定した。
【００７９】
［実施例１］
　トリレンジイソシアネート３４．６５ｇとヘキサメチレンジイソシアネート１４．３４
ｇを混合溶解させ、硬化触媒としてジメチル錫ジクロライド０．００７５ｇと、紫外線吸
収剤としてバイオソーブ５８３を０．０５ｇ、内部離型剤としてゼレックＵＮ（酸性リン
酸エステル）０．０５ｇを添加し、２０℃で混合溶解させた。更に、トリフェニルホスフ
ィン（以下、ＴＰＰＮ）を０．０１ｇ添加し、２０℃で混合溶解させた。溶解後、４－メ
ルカプトメチル－１，８－ジメルカプト－３，６－ジチアオクタン５１．０１ｇを加え、
混合溶解させ均一溶液とした。この均一溶液を、６００Ｐａにて１時間脱泡を行った後、
１μｍテフロン（登録商標）フィルターにてろ過を行った後、ガラスモールドとテープか
らなるモールド型へ注入した。このモールド型をオーブンへ投入し、２５℃～１２０℃ま
でおよそ２４時間かけて徐々に昇温して重合した。重合終了後、オーブンからモールド型
を取り出し、離型して樹脂を得た。得られた樹脂を更に１２０℃において４時間アニール
を行った。得られた樹脂は、ＹＩ値９．０、屈折率（ｎｅ）１．６６９、アッベ数（νｅ
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）２８、耐熱性１１１℃、樹脂比重１．３５であった。
【００８０】
［実施例２］
　トリレンジイソシアネート３０．６８ｇとヘキサメチレンジイソシアネート１５．９５
ｇを混合溶解させ、硬化触媒としてジメチル錫ジクロライド０．００５ｇと、紫外線吸収
剤としてバイオソーブ５８３を０．０５ｇ、内部離型剤としてゼレックＵＮ（酸性リン酸
エステル）０．０５ｇを添加し、２０℃で混合溶解させた。更に、ＴＰＰＮを０．０１ｇ
添加し、２０℃で混合溶解させた。溶解後、４，８または４，７または５，７－ジメルカ
プトメチル－１，１１－ジメルカプト－３，６，９－トリチアウンデカン５３．３７ｇを
加え、混合溶解させ均一溶液とした。この均一溶液を、６００Ｐａにて１時間脱泡を行っ
た後、１μｍテフロン（登録商標）フィルターにてろ過を行った後、ガラスモールドとテ
ープからなるモールド型へ注入した。このモールド型をオーブンへ投入、２５℃～１２０
℃までおよそ２４時間かけて徐々に昇温して重合した。重合終了後、オーブンからモール
ド型を取り出し、離型して樹脂を得た。得られた樹脂を更に１２０℃において４時間アニ
ールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値８．７、屈折率（ｎｅ）１．６６９、アッベ数（
νｅ）２８、耐熱性１２１℃、樹脂比重１．３６であった。
【００８１】
［実施例３］
　トリレンジイソシアネート４４．４５ｇに硬化触媒としてジメチル錫ジクロライド０．
００５ｇと、紫外線吸収剤としてバイオソーブ５８３を０．０５ｇ、内部離型剤としてＺ
ｅｌｅｃ　ＵＮ（酸性リン酸エステル：登録商標、Ｓｔｅｐａｎ社製）０．０５ｇを添加
し、２０℃で混合溶解させた。更に、ＴＰＰＮを０．５０ｇ添加し、２０℃で混合溶解さ
せた。溶解後、ペンタエリスリトールテトラキスメルカプトプロピオネート２２．９１ｇ
と、４，８または４，７または５，７－ジメルカプトメチル－１，１１－ジメルカプト－
３，６，９－トリチアウンデカン３２．６４ｇを加え、混合溶解させ均一溶液とした。こ
の均一溶液を、６００Ｐａにて１時間脱泡を行った後、１μｍテフロン（登録商標）フィ
ルターにてろ過を行った後、ガラスモールドとテープからなるモールド型へ注入した。こ
のモールド型をオーブンへ投入、２５℃～１２０℃までおよそ２４時間かけて徐々に昇温
して重合した。重合終了後、オーブンからモールド型を取り出し、離型して樹脂を得た。
得られた樹脂を更に１２０℃において４時間アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値
５．１、屈折率（ｎｅ）１．６６０、アッベ数（νｅ）２７、耐熱性１３６℃、樹脂比重
１．３８であった。
【００８２】
［実施例４］
　ジフェニルメタンジイソシアネート４０．５６ｇとヘキサメチレンジイソシアネート１
４．６８ｇを混合溶解させ、硬化触媒としてジメチル錫ジクロライド０．００７５ｇと、
紫外線吸収剤としてバイオソーブ５８３を０．０５ｇ、内部離型剤としてゼレックＵＮ（
酸性リン酸エステル）０．０５ｇを添加し、２０℃で混合溶解させた。更にＴＰＰＮを０
．５０ｇ添加し、２０℃で混合溶解させた。溶解後、４－メルカプトメチル－１，８－ジ
メルカプト－３，６－ジチアオクタン４４．７６ｇを加え、混合溶解させ均一溶液とした
。この均一溶液を、６００Ｐａにて１時間脱泡を行った後、１μｍテフロン（登録商標）
フィルターにてろ過を行った後、ガラスモールドとテープからなるモールド型へ注入した
。このモールド型をオーブンへ投入、２５℃～１２０℃までおよそ２４時間かけて徐々に
昇温して重合した。重合終了後、オーブンからモールド型を取り出し、離型して樹脂を得
た。得られた樹脂を更に１２０℃において４時間アニールを行った。得られた樹脂は、Ｙ
Ｉ値４．８、屈折率（ｎｅ）１．６７４、アッベ数（νｅ）２６、耐熱性１１１℃、樹脂
比重１．３３であった。
【００８３】
［実施例５］
　ジフェニルメタンジイソシアネート３６．２４ｇとヘキサメチレンジイソシアネート１
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６．２４ｇを混合溶解させ、硬化触媒としてジメチル錫ジクロライド０．００５０ｇと、
紫外線吸収剤としてバイオソーブ５８３を０．０５ｇ、内部離型剤としてゼレックＵＮ（
酸性リン酸エステル）０．０５ｇを添加し、２０℃で混合溶解させた。更にＴＰＰＮを０
．５０ｇ添加し、２０℃で混合溶解させた。溶解後、４，８または４，７または５，７－
ジメルカプトメチル－１，１１－ジメルカプト－３，６，９－トリチアウンデカン４７．
５２ｇを加え、混合溶解させ均一溶液とした。この均一溶液を、６００Ｐａにて１時間脱
泡を行った後、１μｍテフロン（登録商標）フィルターにてろ過を行った後、ガラスモー
ルドとテープからなるモールド型へ注入した。このモールド型をオーブンへ投入、２５℃
～１２０℃までおよそ２４時間かけて徐々に昇温して重合した。重合終了後、オーブンか
らモールド型を取り出し、離型して樹脂を得た。得られた樹脂を更に１２０℃において４
時間アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値５．１、屈折率（ｎｅ）１．６７２、ア
ッベ数（νｅ）２７、耐熱性１２２℃、樹脂比重１．３３であった。
【００８４】
［実施例６］
　ＴＰＰＮの使用量を１ｇにした以外は、実施例１と同様な方法で調合及び、重合、アニ
ールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値４．８、屈折率（ｎｅ）１．６７０、アッベ数（
νｅ）２８、耐熱性１１１℃、樹脂比重１．３５であった。
【００８５】
［実施例７］
　ＴＰＰＮの使用量を１ｇにした以外は、実施例２と同様な方法で調合及び、重合、アニ
ールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値５．３、屈折率（ｎｅ）１．６６８、アッベ数（
νｅ）２９、耐熱性１１９℃、樹脂比重１．３６であった。
【００８６】
［実施例８］
　ＴＰＰＮの使用量を２ｇにした以外は、実施例１と同様な方法で調合及び、重合、アニ
ールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値４．８、屈折率（ｎｅ）１．６６８、アッベ数（
νｅ）２８、耐熱性１０９℃、樹脂比重１．３５であった。
【００８７】
［実施例９］
　ＴＰＰＮの使用量を２ｇにした以外は、実施例２と同様な方法で調合及び、重合、アニ
ールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値５．０、屈折率（ｎｅ）１．６６９、アッベ数（
νｅ）２８、耐熱性１２０℃、樹脂比重１．３５であった。
【００８８】
［実施例１０］
　ＴＰＰＮの使用量を５ｇにした以外は、実施例１と同様な方法で調合及び、重合、アニ
ールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値５．４、屈折率（ｎｅ）１．６６９、アッベ数（
νｅ）２７、耐熱性１０７℃、樹脂比重１．３４であった。
【００８９】
［実施例１１］
　ＴＰＰＮの使用量を５ｇにした以外は、実施例２と同様な方法で調合及び、重合、アニ
ールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値６．０、屈折率（ｎｅ）１．６７０、アッベ数（
νｅ）２８、耐熱性１１７℃、樹脂比重１．３５であった。
【００９０】
［実施例１２］
　ＴＰＰＮの代わりに、トリス（１，３－ジクロロプロパン－２－イル）ホスファート（
以下、ＰＴＤＣＰ）を０．０３ｇ使用した以外は、実施例１と同様な方法で調合及び、重
合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１１．５、屈折率（ｎｅ）１．６６８、
アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１０９℃、樹脂比重１．３５であった。
【００９１】
［実施例１３］
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　ＴＰＰＮの代わりに、ＰＴＤＣＰを０．０３ｇ使用した以外は、実施例２と同様な方法
で調合及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１０．０、屈折率（ｎｅ
）１．６６８、アッベ数（νｅ）２９、耐熱性１１８℃、樹脂比重１．３６であった。
【００９２】
［実施例１４］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＰＴＤＣＰを０．５０ｇ使用した以外は、実施例１と同様な方法
で調合及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値８．８、屈折率（ｎｅ）
１．６６８、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１０９℃、樹脂比重１．３５であった。
【００９３】
［実施例１５］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＰＴＤＣＰを０．５０ｇ使用した以外は、実施例２と同様な方法
で調合及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値８．８、屈折率（ｎｅ）
１．６６８、アッベ数（νｅ）２９、耐熱性１１９℃、樹脂比重１．３６であった。
【００９４】
［実施例１６］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＰＴＤＣＰを１ｇ使用した以外は、実施例１と同様な方法で調合
及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値９．１、屈折率（ｎｅ）１．６
６７、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１０９℃、樹脂比重１．３５であった。
【００９５】
［実施例１７］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＰＴＤＣＰを１ｇ使用した以外は、実施例２と同様な方法で調合
及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値９．５、屈折率（ｎｅ）１．６
６８、アッベ数（νｅ）２９、耐熱性１１５℃、樹脂比重１．３６であった。
【００９６】
［実施例１８］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＰＴＤＣＰを５ｇ使用した以外は、実施例１と同様な方法で調合
及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１１．９、屈折率（ｎｅ）１．
６６３、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１０１℃、樹脂比重１．３６であった。
【００９７】
［実施例１９］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＰＴＤＣＰを５ｇ使用した以外は、実施例２と同様な方法で調合
及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１１．０、屈折率（ｎｅ）１．
６６３、アッベ数（νｅ）２９、耐熱性１１１℃、樹脂比重１．３７であった。
【００９８】
［実施例２０］
　ＴＰＰＮの代わりに、トリフェニルホスファイト（以下、ＴＰＰ）を０．０３ｇ使用し
た以外は、実施例１と同様な方法で調合及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は
、ＹＩ値１１．６、屈折率（ｎｅ）１．６６８、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１０８℃
、樹脂比重１．３５であった。
【００９９】
［実施例２１］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰを０．０３ｇ使用した以外は、実施例２と同様な方法で調
合及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１０．４、屈折率（ｎｅ）１
．６６８、アッベ数（νｅ）２９、耐熱性１１８℃、樹脂比重１．３６であった。
【０１００】
［実施例２２］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰを０．５ｇ使用した以外は、実施例１と同様な方法で調合
及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値９．１、屈折率（ｎｅ）１．６
６８、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１０７℃、樹脂比重１．３５であった。
【０１０１】
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［実施例２３］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰを０．５ｇ使用した以外は、実施例２と同様な方法で調合
及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値８．８、屈折率（ｎｅ）１．６
６８、アッベ数（νｅ）２９、耐熱性１１３℃、樹脂比重１．３６であった。
【０１０２】
［実施例２４］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰを１ｇ使用した以外は、実施例１と同様な方法で調合及び
、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値９．４、屈折率（ｎｅ）１．６６８
、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１０４℃、樹脂比重１．３５であった。
【０１０３】
［実施例２５］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰを１ｇ使用した以外は、実施例２と同様な方法で調合及び
、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値９．１、屈折率（ｎｅ）１．６６９
、アッベ数（νｅ）２９、耐熱性１１１℃、樹脂比重１．３６であった。
【０１０４】
［実施例２６］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰを５ｇ使用した以外は、実施例２と同様な方法で調合及び
、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１１．４、屈折率（ｎｅ）１．６６
７、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１０５℃、樹脂比重１．３５であった。
【０１０５】
［実施例２７］
　ＴＰＰＮの代わりに、トリフェニルホスファート（以下、ＴＰＰＡ）を０．０３ｇ使用
した以外は、実施例１と同様な方法で調合及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂
は、ＹＩ値１２．１、屈折率（ｎｅ）１．６６８、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１１５
℃、樹脂比重１．３５であった。
【０１０６】
［実施例２８］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰＡを０．０３ｇ使用した以外は、実施例２と同様な方法で
調合及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１０．７、屈折率（ｎｅ）
１．６６８、アッベ数（νｅ）２９、耐熱性１２１℃、樹脂比重１．３６であった。
【０１０７】
［実施例２９］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰＡを０．５０ｇ使用した以外は、実施例１と同様な方法で
調合及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値８．９、屈折率（ｎｅ）１
．６６８、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１１０℃、樹脂比重１．３５であった。
【０１０８】
［実施例３０］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰＡを０．５０ｇ使用した以外は、実施例２と同様な方法で
調合及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値９．１、屈折率（ｎｅ）１
．６６８、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１１９℃、樹脂比重１．３６であった。
【０１０９】
［実施例３１］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰＡを１ｇ使用した以外は、実施例１と同様な方法で調合及
び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値８．９、屈折率（ｎｅ）１．６６
８、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１１０℃、樹脂比重１．３５であった。
【０１１０】
［実施例３２］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰＡを１ｇ使用した以外は、実施例２と同様な方法で調合及
び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値９．０、屈折率（ｎｅ）１．６６
９、アッベ数（νｅ）２９、耐熱性１１９℃、樹脂比重１．３６であった。
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［実施例３３］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰＡを５ｇ使用した以外は、実施例１と同様な方法で調合及
び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１１．２、屈折率（ｎｅ）１．６
６４、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性９７℃、樹脂比重１．３５であった。
【０１１２】
［実施例３４］
　ＴＰＰＮの代わりに、ＴＰＰＡを５ｇ使用した以外は、実施例２と同様な方法で調合及
び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１１．４、屈折率（ｎｅ）１．６
６７、アッベ数（νｅ）２８、耐熱性１０５℃、樹脂比重１．３５であった。
【０１１３】
［比較例１］
　ＴＰＰＮを使用しなかった以外は、実施例１と同様な方法で調合及び、重合、アニール
を行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１２．１、屈折率（ｎｅ）１．６６９、アッベ数（ν
ｅ）２８、耐熱性１１０℃、樹脂比重１．３５であった。
【０１１４】
［比較例２］
　ＴＰＰＮを使用しなかった以外は、実施例２と同様な方法で調合及び、重合、アニール
を行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１２．９、屈折率（ｎｅ）１．６６９、アッベ数（ν
ｅ）２９、耐熱性１２０℃、樹脂比重１．３６であった。
【０１１５】
［比較例３］
　ＴＰＰＮを使用しなかった以外は、実施例３と同様な方法で調合及び、重合、アニール
を行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１１．０、屈折率（ｎｅ）１．６５９、アッベ数（ν
ｅ）２７、耐熱性１３８℃、樹脂比重１．３８であった。
【０１１６】
［比較例４］
　ＴＰＰＮを使用しなかった以外は、実施例４と同様な方法で調合及び、重合、アニール
を行った。得られた樹脂は、ＹＩ値９．０、屈折率（ｎｅ）１．６７４、アッベ数（νｅ
）２６、耐熱性１１２℃、樹脂比重１．３３であった。
【０１１７】
［比較例５］
　ＴＰＰＮを使用しなかった以外は、実施例５と同様な方法で調合及び、重合、アニール
を行った。得られた樹脂は、ＹＩ値７．３、屈折率（ｎｅ）１．６７４、アッベ数（νｅ
）２７、耐熱性１２５℃、樹脂比重１．３３であった。
【０１１８】
　以上の結果を表－１および表－２にまとめた。表中の色相[ＹＩ]値は、リン含有化合物
添加による色相改善の指標となり、実施例１から実施例３４については、リン含有化合物
の添加により樹脂色相が良好となる。一方、比較例１から比較例５においては、ＹＩ値が
大きくなり、満足できる色相ではなかった。
【０１１９】
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【表１】

【０１２０】
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【表２】

【０１２１】
［製造例１］
　特開2004-2820製造例2記載の方法に準拠して、1,1,3,3-テトラキス（メルカプトメチル
チオ）プロパンを主成分として含むポリチオール化合物Aを合成した。
　攪拌羽根、温度計、蒸留塔、窒素導入用キャピラリーを設置した2リットル底抜きコッ
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ク付きフラスコに、1,1,3,3-テトラメトキシプロパン164.2 g（1 mol）、アセチルチオメ
チルチオール488.8 g（4 mol）およびパラトルエンスルホン酸7.6 g（0.04 mol）を加え
、1kPa以下の真空度を保ち且つ攪拌しながら40℃に加熱した。メタノールの留出が停止す
るまで18時間程加熱を続けた。冷却後、真空を解除し、蒸留塔の代わりにコンデンサーを
取り付けた後、メタノール400mlとクロロホルム400mlおよび36%塩酸200mlを加え、60℃に
加熱してアルコリシスを行い、目的化合物である1,1,3,3-テトラキス（メルカプトメチル
チオ）プロパンを主成分として含むポリチオール化合物Aを合成した。
　適量の水およびクロロホルムを加えて分液させ、クロロホルム層を数回水洗した。脱溶
媒してクロロホルムおよび低沸分を除いた後、3μmテフロン（登録商標）フィルターで濾
過後340.0 gのポリチオール化合物Aを得た。ポリチオール化合物AのLC分析により、ポリ
チオール化合物成分が2成分検出された（クロマトグラム面積比でそれぞれ9.8%、9.8%）
。これらの成分を分取LCによって精製し分析したところ、それぞれ4,6-ビス（メルカプト
メチルチオ）-1,3-ジチアン、2-（2,2-ビス（メルカプトメチルチオ）エチル）-1,3-ジチ
エタンであった。以下に分析結果を示す。
　また、ポリチオール化合物A（上記副生物2成分を含む）のSHVを以下の方法により測定
した。ポリチオール化合物A 95.1 mgのクロロホルム30ml、メタノール30ml混合溶媒溶液
に0.05mol/Lヨウ素溶液を徐々に滴下した。9.7mlを滴下した時点で、滴下したヨウ素の褐
色が消失しなくなり、この点を当量点としてポリチオール化合物Aに含まれるSH基の量を
算出した結果、9.64meq/gであった。
【０１２２】
ｉ）1,1,3,3-テトラキス（メルカプトメチルチオ）プロパン
1H-NMR　δ（CDCl3）：2.18（t, 4H）、2.49（t, 2H）、3.78-3.90（m, 8H）、4.64（t, 
2H）
13C-NMR　δ（CDCl3）：26.7, 41.3, 48.7
FT-IR ：538cm-1

MS ：m/z=356（M+）
【０１２３】
ii）4,6-ビス（メルカプトメチルチオ）-1,3-ジチアン
1H-NMR　δ（CDCl3）：2.02（t, 2H）、2.56（t, 2H）、3.77-3.91（m, 8H）、3.97（s, 
2H）、4.66（t, 2H）
13C-NMR　δ（CDCl3）：27.1, 28.8, 38.1, 44.6
FT-IR ：2538cm-1

MS：m/z=276（M+）
【０１２４】
iii）2-（2,2-ビス（メルカプトメチルチオ）エチル）-1,3-ジチエタン
1H-NMR　δ（CDCl3）：2.03（t, 2H）、2.13-2.21（m, 1H）、2.75-2.80（m, 1H）、3.79
-3.84（m, 1H）、3.90-3.96（m, 3H）、4.32-4.35（m, 2H）
13C-NMR　δ（CDCl3）：27.2, 32.3, 38.9, 46.2
FT-IR：2538cm-1

MS ：m/z=276（M+）
【０１２５】
[実施例３５] 
　m-フェニレンジイソシアネート４５．２ｇに、硬化触媒としてジメチル錫ジクロライド
０．０１ｇと、紫外線吸収剤としてバイオソーブ５８３を０．０５ｇ、内部離型剤として
ゼレックＵＮ（酸性リン酸エステル）０．０５ｇを添加し、２０℃で混合溶解させた。更
に、リン含有化合物ＴＰＰＮを０．５０ｇ添加し、２０℃で混合溶解させた。溶解後、４
－メルカプトメチル－１，８－ジメルカプト－３，６－ジチアオクタン５２．９ｇを加え
、混合溶解させ均一溶液とした。この均一溶液を、６００Ｐａにて１時間脱泡を行った後
、１μｍテフロン（登録商標）フィルターにてろ過を行った後、ガラスモールドとテープ
からなるモールド型へ注入した。このモールド型をオーブンへ投入、２５℃～１２０℃ま
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でおよそ２４時間かけて徐々に昇温して重合した。重合終了後、オーブンからモールド型
を取り出し、離型して樹脂を得た。得られた樹脂を更に１２０℃において４時間アニール
を行った。得られた樹脂は、ＹＩ値４．０、屈折率（ｎｅ）１．７１１、アッベ数（νｅ
）２４、耐熱性１３６℃、樹脂比重１．４２であった。
【０１２６】
[比較例６]
　リン含有化合物であるＴＰＰＮを使用しなかった以外は、実施例３５と同様な方法で調
合及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１０．４、屈折率（ｎｅ）１
．７１２、アッベ数（νｅ）24、耐熱性１４０℃、樹脂比重１．４２であった。
【０１２７】
［実施例３６］
　トリレンジイソシアネート３５．２ｇとヘキサメチレンジイソシアネート１８．３ｇを
混合溶解させ、硬化触媒としてジメチル錫ジクロライド０．０１０ｇと、紫外線吸収剤と
してバイオソーブ５８３を０．０５ｇ、内部離型剤としてゼレックＵＮ（酸性リン酸エス
テル）０．１０ｇを添加し、２０℃で混合溶解させた。更に、リン含有化合物ＰＴＤＣＰ
を０．５０ｇ添加し、２０℃で混合溶解させた。溶解後、2-メルカプトエタノール１４．
６ｇとペンタエリスリトールテトラキスメルカプトプロピオネート３１．９ｇを加え、混
合溶解させ均一溶液とした。この均一溶液を、６００Ｐａにて１時間脱泡を行った後、１
μｍテフロン（登録商標）フィルターにてろ過を行った後、ガラスモールドとテープから
なるモールド型へ注入した。このモールド型をオーブンへ投入し、２５℃～１２０℃まで
およそ２４時間かけて徐々に昇温して重合した。重合終了後、オーブンからモールド型を
取り出し、離型して樹脂を得た。得られた樹脂を更に１２０℃において４時間アニールを
行った。得られた樹脂は、ＹＩ値４．５、屈折率（ｎｅ）１．６００、アッベ数（νｅ）
３１、耐熱性１０６℃、樹脂比重１．３３であった。
【０１２８】
[比較例７]
　リン含有化合物であるＰＴＤＣＰを使用しなかった以外は、実施例３６と同様な方法で
調合及び、重合、アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値４．７、屈折率（ｎｅ）１
．６０１、アッベ数（νｅ）３１、耐熱性１０６℃、樹脂比重１．３３であった。
【０１２９】
［実施例３７］
　m-フェニレンジイソシアネート３１．８ｇとm-キシリレンジイソシアネート６．０ｇを
混合溶解させ、硬化触媒としてジメチル錫ジクロライド０．０２０ｇと、紫外線吸収剤と
してバイオソーブ５８３を１．００ｇ、内部離型剤としてゼレックＵＮ（酸性リン酸エス
テル）０．０６ｇを添加し、２０℃で混合溶解させた。更に、リン含有化合物ＴＰＰＡを
０．５０ｇ添加し、２０℃で混合溶解させた。溶解後、製造例1で得たポリチオール６２
．２ｇを加え、混合溶解させ均一溶液とした（モノマー混合物中のメルカプト基とイソシ
アナト基のモル比は、SH/NCO=1.3）。この均一溶液を、６００Ｐａにて１時間脱泡を行っ
た後、１μｍテフロン（登録商標）フィルターにてろ過を行った後、ガラスモールドとテ
ープからなるモールド型へ注入した。このモールド型をオーブンへ投入し、２５℃～１２
０℃までおよそ２４時間かけて徐々に昇温して重合した。重合終了後、オーブンからモー
ルド型を取り出し、離型して樹脂を得た。得られた樹脂を更に１２０℃において４時間ア
ニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１２．８、屈折率（ｎｅ）１．７３１、アッベ
数（νｅ）２４、耐熱性１０９℃、樹脂比重１．４８であった。
【０１３０】
［実施例３８］
　m-フェニレンジイソシアネート３１．８ｇとm-キシリレンジイソシアネート６．０ｇを
混合溶解させ、硬化触媒としてジメチル錫ジクロライド０．０２０ｇと、紫外線吸収剤と
してバイオソーブ５８３を１．００ｇ、内部離型剤としてゼレックＵＮ（酸性リン酸エス
テル）０．０６ｇを添加し、２０℃で混合溶解させた。更に、リン含有化合物ＰＴＤＣＰ



(25) JP 5444251 B2 2014.3.19

10

を０．５０ｇ添加し、２０℃で混合溶解させた。溶解後、製造例1で得たポリチオール６
２．２ｇを加え、混合溶解させ均一溶液とした（モノマー混合物中のメルカプト基とイソ
シアナト基のモル比は、SH/NCO=1.3）。この均一溶液を、６００Ｐａにて１時間脱泡を行
った後、１μｍテフロン（登録商標）フィルターにてろ過を行った後、ガラスモールドと
テープからなるモールド型へ注入した。このモールド型をオーブンへ投入し、２５℃～１
２０℃までおよそ２４時間かけて徐々に昇温して重合した。重合終了後、オーブンからモ
ールド型を取り出し、離型して樹脂を得た。得られた樹脂を更に１２０℃において４時間
アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１２．９、屈折率（ｎｅ）１．７３６、アッ
ベ数（νｅ）２４、耐熱性１１０℃、樹脂比重１．４８であった。
【０１３１】
[比較例８]
　リン含有化合物を使用しなかった以外は、実施例３７と同様な方法で調合及び、重合、
アニールを行った。得られた樹脂は、ＹＩ値１４．２、屈折率（ｎｅ）１．７３５、アッ
ベ数（νｅ）２４、耐熱性１０８℃、樹脂比重１．４８であった。
【０１３２】
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